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見
直
し
の
実
施
時
期

　
 
平
成　

年　

月
１
日
受
診
分
か
ら

１８

１０

 
見
直
し
の
内
容

●
心
身
障
害
者
医
療
費
受
給
資
格
の

要
件
①
身
体
障
害
者
手
帳
１
級
・
２

級
保
持
者
②
療
育
手
帳
Ａ
保
持
者
③

身
体
障
害
者
手
帳
３
級
と
療
育
手
帳

Ｂ
を
所
持
す
る
合
併
障
害
者
に
該
当

す
る
場
合
で
も
、　

歳
以
上
で
新
た

６５

に
該
当
と
な
っ
た
時
は
給
付
の
対
象

と
し
な
い
。

●
受
給
資
格
対
象
者
す
べ
て
に
所
得

制
限
を
適
用
す
る
。（
老
齢
福
祉
年
金

の
所
得
制
限
を
準
用
【
表
１
】）

※
た
だ
し
、
現
行
対
象
者
に
つ
い
て

は
、
所
得
制
限
に
よ
り
対
象
外
と
な

る
場
合
も
、
平
成　

年
度
ま
で
は
対

２０

象
者
と
す
る
。

●
一
部
負
担
金
に
つ
い
て
、
原
則
定

率
１
割
の
自
己
負
担
と
す
る
。
た
だ

し
、
所
得
に
応
じ
て
一
部
負
担
限
度

額
【
表
２
】
を
設
け
る
。

配偶者等受給資格者本人扶養人数

６２８万７千円１５９万５千円０人

６５３万６千円１９７万５千円１人

６７４万９千円２３５万５千円２人

６９６万２千円２７３万５千円３人

一部負担限度額所得区分

【表3】
入院(合算)の限度額外来の限度額

８０,１００円＋１％※４４,４００円一定以上

４４,４００円１２,０００円一　　般

１２,０００円２,０００円Ⅱ
低所得

６,０００円１,０００円Ⅰ

下記のいずれにも該当しない場合一定以上

「世帯」に属するすべての世帯員に係る市町村民税所得割の額が、それぞれ４３,５００円未満の場合一　　般

「世帯」に属するすべての世帯員が市町村民税所得割を課されていない場合低所得Ⅱ

「低所得Ⅱ」のうち、「世帯」に属するすべての世帯員について合計所得金額が０円の場合低所得Ⅰ

※医療費総額が８０１,０００円を超えたときは、

　８０,１００円＋(医療費総額－８０１,０００円)×１％

★複数の医療機関を受診し、１ヵ月に支払った一部負担金の

　合計が上記の限度額を超えた場合は償還されます。

※「世帯」には、受給資格対象者と生計を一にしている者すべてが含まれます。
※世帯の判定にあたっては、医療保険の加入関係や住民票の状況を勘案します。

県
の
県
の
医
療
費

医
療
費
公
費
負
担
制
度

公
費
負
担
制
度

　
　

の
見
直
し

の
見
直
し

　

岡
山
県
医
療
費
公
費
負
担
制
度
は
、心
身
障
害
者
や
ひ
と
り

親
家
庭
、乳
幼
児
等
を
対
象
に
医
療
費
負
担
の
軽
減
を
図
る
た

め
、
岡
山
県
が
設
け
た
制
度
で
す
。

　

こ
の
た
び
、
低
所
得
者
に
配
慮
し
な
が
ら
、
利
用
し
た
サ
ー
ビ
ス
の
量
や
所
得

に
応
じ
た
負
担
の
公
平
、
子
育
て
支
援
の
充
実
・
強
化
を
図
る
た
め
、
次
の
と
お

り
岡
山
県
医
療
費
公
費
負
担
制
度
が
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

【表1】

【表2】

【表3】（【表2】中、所得区分の基準）

心
身
障
害
者
医
療
費

1
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●
ひ
と
り
親
家
庭
等
医
療
費
受
給
資

格
の
要
件
①
ひ
と
り
親
家
庭
の
親
お

よ
び
児
童
②
父
母
の
な
い
児
童
③
父

母
の
な
い
児
童
お
よ
び
そ
の
児
童
を

養
育
し
て
い
る
配
偶
者
の
な
い
者

（
こ
れ
ま
で
は
同
児
童
を
養
育
し
て
い

る
配
偶
者
の
な
い
女
子
お
よ
び　

歳
６５

以
上
の
祖
父
に
限
定
さ
れ
て
い
た
）。

●
受
給
資
格
対
象
者
す
べ
て
に
所
得

制
限（
所
得
税
非
課
税
）を
適
用
す

る
。

※
た
だ
し
、
現
行
対
象
者
に
つ
い
て

は
、
所
得
制
限
に
よ
り
対
象
外
と
な

る
場
合
も
、
平
成　

年
度
ま
で
は
対

２０

象
者
と
す
る
。

●
一
部
負
担
金
に
つ
い
て
、
原
則
定

率
１
割
の
自
己
負
担
と
す
る
。
た
だ

し
、
所
得
に
応
じ
て
一
部
負
担
限
度

額【
表
２
】を
設
け
る
。

●
窓
口
負
担
は
無
料
の
ま
ま
で
、
給
付

対
象
の
年
齢
を
小
学
校
３
学
年
修
了

時
ま
で
に
拡
大
す
る
。（
高
梁
市
独
自
）

※
岡
山
県
制
度
で
は
、
対
象
者
を
小

学
校
就
学
前
ま
で
に
拡
大
し
な
が
ら

も
、
定
率
１
割
負
担
を
導
入
。

■
問
い
合
わ
せ　

健
康
増
進
課
健
康

保
険
係
（
�
�
０
２
５
８
）

　

市
は
毎
年
８
月
１
日
を
基
準
に

高
齢
者
（
老
人
保
健
医
療
受
給
者
・

国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者
）
の

医
療
機
関
等
で
の
窓
口
負
担
の
割

合
を
判
定
し
て
い
ま
す
。

　

判
定
後
の
新
し
い
受
給
者
証
は

す
で
に
該
当
者
に
送
付
し
て
い
ま

す
が
、
今
回
の
定
期
判
定
に
お
い

て
は
、
税
制
改
正
等
の
影
響
で
負

担
区
分
が
変
更
と
な
っ
た
人
が
増

え
て
い
ま
す
。

　

「
国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者

証
」
は
毎
年
更
新
と
な
り
ま
す
が
、

「
老
人
保
健
医
療
受
給
者
証
」
は
有

効
期
限
が
な
い
た
め
、
負
担
区
分

に
変
更
の
あ
っ
た
人
の
み
に
、
平

成　

年
８
月
１
日
付
で
新
し
い
受

１８
給
者
証
を
交
付
し
て
い
ま
す
。

　

（
負
担
割
合
に
変
更
の
な
い
場

合
に
は
新
し
い
受
給
者
証
は
交
付

し
て
い
ま
せ
ん
）

　

ま
た
、
今
回
現
役
並
み
所
得
者

と
判
定
さ
れ
た
人
の
医
療
機
関
等

で
の
窓
口
負
担
は
、
平
成　

年
８

１８

月
・
９
月
は
「
２
割
」、　

月
か
ら

１０

は
「
３
割
」
と
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
れ
以
外
の
人
は「
１
割
」で
す
。

　

医
療
機
関
等
を
受
診
さ
れ
る
場

合
は
、
必
ず
加
入
さ
れ
て
い
る
医

療
保
険
の
被
保
険
者
証
と
「
高
齢

受
給
者
証
」、
ま
た
は「
老
人
保
健

医
療
受
給
者
証
」を
窓
口
へ
提
示

し
て
く
だ
さ
い
。
国
民
健
康
保
険

に
加
入
の
場
合
、
被
保
険
者
証
に

「
３
割
」と
記
載
さ
れ
て
い
ま
す

が
、「
高
齢
受
給
者
証
」ま
た
は「
老

人
保
健
医
療
受
給
者
証
」に
明
記

さ
れ
て
い
る
負
担
割
合
で
受
診
で

き
ま
す
。

　

な
お
、
他
の
公
費
負
担
を
併
用

さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
負
担
割
合

が
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の

で
、
併
せ
て
窓
口
へ
提
示
し
て
く

だ
さ
い
。

　住民税課税所得が１４５万円以上になると、いったん現役並み所得者の
区分に判定されます。しかし、収入金の合計が７０歳以上の人が２人以上
なら５２０万円未満、１人なら３８３万円未満の場合、申請により一般の区分
になります。　

■問い合わせ　健康増進課健康保険係（��０２５８）

※７０歳以上の人には、６５歳以上で障害認
定を受けている老人保健制度対象者を
含む。
※課税所得は、収入金から必要経費等を
控除した所得の合計額から、基礎控除
額（３３０,０００円）・社会保険料控除等を控
除した、市民税を課税する上での所得
額です。所得税の課税所得額ではあり
ません。

[現役並み所得者の判定基準]

●課税所得(市民税)
 ................................................. １４５万円以上

●収入額合計
　７０歳以上の人が２人以上
 ................................................. ６２１万円以上

●課税所得(市民税)
 ....................................... １４５万円以上

●収入額合計　
　７０歳以上の人が２人以上
 ....................................... ５２０万円以上

高齢者の高齢者の
医療費医療費のの窓口負担窓口負担

平成１８年７月まで

平成１８年８月から

ひ
と
り
親
家
庭
等
医
療
費

2

乳
幼
児
等
医
療
費

3


